
分科会評価報告書（令和７年度決算） 

（都市経済分科会　№２） 

 
（所管課，事業コード） 
事　業　名

（商工観光課，５５７２） 
　　　観光振興事業　　　　　　　　      　　　※P.５７２　

 
 

評　　 価 Ｂ
Ａ　十分評価できる　　　Ｂ　やや評価できる 
Ｃ　あまり評価できない　Ｄ　全く評価できない

 本事業は，海水浴場の開設，花火大会，各種イベント及び広域観光事業等を通じ，本市へ

の来訪者の増加を図るとともに，市内店舗等への誘導や消費を促し，地域経済の活性化につ

なげるものである。 
令和７年度は，観光入込客数が約２１９万人となり，花火大会における有料観覧席の拡大，

東京駅発着のバスツアー，広域連携による誘客など，新たな取組も進められており，一定の

成果は認められる。また，市民の楽しみや交流の機会を創出するという面でも一定の効果が

ある。一方で，花火大会をはじめ，市外からの来場者数や宿泊者数，観光消費額など，各事

業が地域経済にどの程度寄与したのかを十分に把握できておらず，効果測定には課題が残

る。入込客数のみでは，事業ごとの費用対効果や経済波及効果を判断することは難しい状況

である。 
以上のことから，一定の成果は認められるものの，事業効果の検証に改善の余地があるた

め，分科会評価は「やや評価できる」とする。

 

 
今後の方向性 ３

１  拡充　　２　継続　　３　改善 
　４　縮小　　５　休止　　６　廃止

 【今後の取り組み方と提言】 
今後は，本市への来訪者の増加を図り，市内での消費を促し，地域経済の活性化につなげ

るという本事業の目的を踏まえ，各事業の効果を明確に検証しながら取り組む必要がある。 
今後の方向性を「改善」とする趣旨は，予算額の削減を求めるものではなく，同程度の予

算の中で，より高い効果を生み出す事業へ改善することにある。入込客数だけでなく，市外

来訪者数，宿泊者数，観光消費額等の指標を設定し，実施した事業が市内消費や地域経済に

どの程度つながったのかを把握し，その結果を次年度の事業内容に反映していただきたい。 
また，ＤＸ等を活用した情報発信や運営の効率化を進め，限られた予算を効果的に活用す

ることが求められる。 
特に花火大会については，開催時期ごとの集客効果を検証するとともに，時期の定例化や

自主財源の確保も含め，観光客に選ばれ，地域経済への波及効果を生み出す開催方法を検討

することを期待し，今後の方向性は「改善」とする。


